
宇　治　市　議　会　だ　よ　り�第９６号 ２００５年（平成１７年）３月11日発行（４）

今
後
急
激
に
増
加
す
る

高
齢
者
の
単
身
、
夫
婦
世

帯
に
安
全
・
安
心
な
住
居
を
提
供

す
る
た
め
、
要
綱
策
定
か
ら
さ
ら

に
踏
み
込
ん
で
、
来
年
度
事
業
化

が
望
ま
れ
る
が
市
の
見
解
は
。

市
営
住
宅
の
建
て
替
え

事
業
で
は
、
エ
レ
ベ
ー
タ

ー
の
設
置
や
室
内
の
バ
リ
ア
フ
リ

ー
化
を
図
っ
て
い
る
。
高
齢
社
会

が
進
行
す
る
中
で
、
高
齢
者
の
居

住
の
安
定
を
図
る
こ
と
は
重
要
な

課
題
で
あ
る
。
国
の
高
齢
者
向
け

優
良
賃
貸
住
宅
制
度
は
、
高
齢
者

を
対
象
に
し
て
建
設
さ
れ
る
住
宅

建
設
費
及
び
入
居
者
の
家
賃
等
を

国
と
地
方
が
分
担
し
て
補
助
す
る

こ
と
に
よ
り
高
齢
者
の
居
住
の
安

定
を
図
る
制
度
で
あ
り
、
市
と
し

て
も
、
国
の
制
度
や
府
の
要
綱
を

も
と
に
早
期
の
制
度
化
に
向
け
要

綱
の
策
定
を
行
い
、
事
業
者
に
対

し
て
の
補
助
制
度
を
新
年
度
よ
り

実
施
し
て
い
き
た
い
と
考
え
る
。

施
設
の
効
率
運
営
に
は

建
設
後
の
維
持
管
理
か
ら

撤
去
・
廃
棄
処
分
ま
で
の
総
合
的

コ
ス
ト
管
理
及
び
建
設
時
か
ら
、

長
期
的
な
維
持
修
繕
計
画
が
必
要

と
考
え
る
が
市
長
の
見
解
は
。

公
共
施
設
が
有
効
に
活

用
さ
れ
る
た
め
に
は
施
設

整
備
の
中
に
維
持
修
繕
ま
で
を
含

め
た
総
合
的
な
計
画
が
必
要
と
考

え
て
い
る
が
、
各
担
当
課
で
策
定

し
た
も
の
を
基
準
に
実
施
計
画
事

業
や
一
般
事
業
と
し
て
扱
っ
て
い

る
現
状
で
あ
る
。
組
織
の
一
元
化

に
は
多
角
的
な
検
討
と
組
織
的
な

整
備
を
必
要
と
す
る
た
め
、
当
面

は
公
共
施
設
整
備
計
画
の
基
本
的

な
視
点
か
ら
、
各
所
属
に
お
け
る

維
持
修
繕
に
か
か
わ
る
計
画
の
策

定
を
徹
底
し
た
上
で
、
総
合
的
な

維
持
修
繕
の
観
点
か
ら
、
維
持
修

繕
に
つ
い
て
も
今
ま
で
以
上
に
重

要
視
し
実
施
計
画
に
積
極
的
に
位

置
付
け
て
い
き
た
い
。

平
成
15
年
度
決
算
に

お
け
る
市
税
収
入
は
危

機
的
な
状
況
で
あ
る
。
徴
収
率
向

上
へ
の
取
り
組
み
は
。
ま
た
、
納

税
義
務
者
数
の
減
少
と
１
人
当
た

り
所
得
の
減
少
へ
の
取
り
組
み
は
。

税
の
収
入
率
は
平
成
２

年
を
ピ
ー
ク
に
年
々
減
少

し
て
い
る
。
徴
収
率
向
上
の
た
め
、

督
促
や
夜
間
催
告
を
は
じ
め
夜
間

納
付
、
納
付
困
難
な
方
に
対
し
て

は
納
付
相
談
を
行
う
な
ど
積
極
的

に
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
郵
便
局

で
の
口
座
振
替
を
平
成
16
年
度

よ
り
実
施
し
て
い
る
。

納
税
義
務
者
の
減
少
と
１
人
当

た
り
所
得
の
減
少
に
つ
い
て
は
、

中
小
企
業
や
新
産
業
振
興
に
向
け

融
資
制
度
や
補
助
制
度
、
工
業
地

域
の
道
路
整
備
等
の
イ
ン
フ
ラ
整

備
や
総
合
的
な
子
育
て
支
援
策
の

取
り
組
み
等
、
将
来
の
新
し
い
税

の
担
い
手
で
あ
る
若
い
世
代
の
確

保
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

現
在
、
本
市
に
あ
る
複

数
の
小
・
中
学
校
に
お
い

て
、
雨
漏
り
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。

子
ど
も
た
ち
の
教
育
現
場
で
あ
る

学
校
施
設
の
雨
漏
り
問
題
に
つ
い

て
、
緊
急
に
改
善
す
べ
き
で
は
。

本
市
で
発
生
し
て
い
る

学
校
施
設
の
雨
漏
り
の
大

多
数
は
、
大
雨
の
際
、
風
向
き
の

具
合
、
あ
る
い
は
壁
等
か
ら
吹
き

降
り
等
に
よ
り
雨
が
し
み
出
す
現

象
で
あ
り
、
屋
上
か
ら
の
雨
漏
り

に
つ
い
て
、
学
校
よ
り
報
告
は
受

け
て
い
な
い
。

な
お
、
日
常
的
な
活
用
の
中
で

支
障
を
来
す
、
授
業
が
受
け
ら
れ

な
い
よ
う
な
屋
上
か
ら
の
雨
漏
り

が
発
生
し
た
場
合
は
、
早
急
に
応

急
対
策
を
講
じ
て
い
る
。

今
後
、
雨
漏
り
問
題
を
最
た
る

も
の
と
し
て
位
置
付
け
て
、
修
繕

に
あ
た
る
と
と
も
に
、
抜
本
的
改

修
に
つ
い
て
は
、
宇
治
市
学
校
施

設
整
備
計
画
の
中
で
実
施
し
た
い
。

市
内
に
は
、
第
１
次
71

カ
所
、
第
２
次
１
２
３
カ

所
の
避
難
所
が
あ
る
。
そ
れ
ぞ
れ

の
施
設
を
、
災
害
内
容
の
違
い
に

よ
っ
て
、
機
能
・
設
備
な
ど
を
見

直
す
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
が
。

現
在
、
本
市
で
は
、
市

内
４
カ
所
の
空
き
教
室
な

ど
に
、
食
糧
２
万
食
を
は
じ
め
、

救
急
機
材
や
生
活
用
品
な
ど
の
備

品
を
備
蓄
し
て
い
る
。
ま
た
、
大

災
害
が
発
生
し
た
場
合
の
補
完
の

た
め
、
京
都
南
部
都
市
広
域
行
政

圏
推
進
協
議
会
で
、
大
手
ス
ー
パ

ー
な
ど
に
、
災
害
時
に
お
け
る
物

資
の
優
先
的
供
給
を
依
頼
し
た
。

平
成
16
年
４
月
に
第
一
段
と
し

て
、
市
内
に
店
舗
を
持
つ
２
社
と
、

食
糧
、
生
活
用
品
や
薬
品
な
ど
の

供
給
の
協
定
を
締
結
し
た
。
今
後

も
あ
ら
ゆ
る
業
種
と
協
定
を
締
結

し
、
各
避
難
所
に
物
資
の
備
蓄
を

行
う
の
で
は
な
く
、
流
通
段
階
も

含
め
た
備
蓄
を
検
討
す
る
。

平
成
17
年
４
月
よ
り
ペ

イ
オ
フ
が
完
全
実
施
さ
れ

る
。
最
近
の
不
安
定
な
金
融
情
勢

か
ら
ハ
イ
リ
ス
ク
を
避
け
る
た
め

に
、
今
後
、
基
金
運
用
は
ど
の
よ

う
な
手
法
を
展
開
す
る
の
か
。

現
在
、
①
健
全
な
金
融

機
関
の
選
択
と
預
金
の
分

散
②
安
全
か
つ
効
率
的
な
金
融
商

品
の
活
用
③
預
金
債
権
と
借
入
金

債
務
と
の
相
殺
を
基
本
に
ペ
イ
オ

フ
対
策
を
行
っ
て
い
る
。
公
金
の

有
効
な
管
理
運
用
は
、
元
本
が
保

証
さ
れ
、
ま
た
金
融
機
関
の
定
期

預
金
よ
り
高
い
金
利
が
期
待
で
き

る
国
債
等
の
債
券
運
用
が
最
も
安

全
で
有
利
な
運
用
方
法
と
考
え
る
。

債
券
運
用
の
場
合
、
最
低
で
も
５

年
間
以
上
の
資
金
的
な
余
裕
が
必

要
で
あ
り
、
各
基
金
の
残
高
や
活

用
年
度
等
を
十
分
把
握
す
る
中
で
、

ペ
イ
オ
フ
対
策
並
び
に
安
全
か
つ

有
利
な
管
理
運
用
を
基
本
に
可
能

な
限
り
債
券
運
用
に
努
め
る
。

平成15年度  決算審査から�平成15年度  決算審査から�

決算特別委員会報告�

平成15年度宇治市一般会計歳入歳出決算な

ど、各会計決算の11議案は、平成16年９月定

例会に提出されました。閉会中に決算特別委

員会で審査され、12月定例会で11議案すべて

を認定しました。（６面に議決結果）平成16

年11月10日に行われた決算特別委員会の総括

質疑から、その一部をお知らせします。

高齢者向け優良賃貸住宅

制度の創設について
―答弁―新年度より補助制度

を実施する

問答

税収入の確保について

―答弁―徴税の強化や納税義務者
の確保に努めている

問

答

学校の雨漏りについて

―答弁―学校施設整備計画の
中で抜本的改修を実施

問答

ペイオフ全面解禁に対し

今後の基金運用は
―答弁―可能な限り債券運用

に努める

問答

公共施設の維持修繕

計画の展望は

―答弁―実施計画に積極的に
取り入れていく

問答

災害に対する避難所の

備品の整備状況について

―答弁―流通段階も含めた
備蓄で対応

問答

総括質疑の後、討論が行われました。
公明党宇治市会議員団議員が付託され

た全１１議案に賛成の立場から、討論を
行いました。
日本共産党宇治市会議員団議員は、｢平
成１５年度宇治市一般会計歳入歳出決算
認定｣及び｢平成１５年度宇治市介護保険
事業特別会計決算認定｣について、反対の
立場から討論を行いました。

（公明党宇治市会議員団議員）
地域経済、地方行政の不透明感が増す中、

市長は強いリーダーシップを発揮し、第４
次総合計画の第１次実施計画で示された多
くの懸案事項を完成に導き、平成１６年度
完成に向けて、確かな見通しのもと、積極
的な事業推進に取り組んできた。
厳しい地域経済に対応すべく宇治市独自

のマル宇融資制度の拡充など景気回復策に
取り組み、高齢者福祉分野では、市内６カ
所目となる槙島地域福祉センターの開設す
るなど、暮らしに直結する福祉関係経費や
身近な生活周辺整備について、サービスの
低下を招かぬよう配慮した施策展開に努め
られてきた。
平成１５年度の行財政運営は、多様化す

る市民の行政需要に対して、的確に対処し、
ハード、ソフト両面から大胆かつ積極的に
取り組まれており、その成果に対して高く
評価する。

賛　　成

（日本共産党宇治市会議員団議員）
第1の理由は、教育費の決算総額に占め

る構成比の減少、育成学級の土曜閉級、老
朽化した保育所の建て替え、改修及び完全
給食実施の先送り等、教育や子育て施策を
後退させたことである。
第２の理由は、介護保険料の引き上げ、

暮らしの資金貸し付けの増額や通年化の拒
否等、福祉・暮らしの施策を切り捨ててい
ることである。
第３の理由は、大型店出店による商店街

の空洞化拡大、住宅改修助成制度の創設拒
否等、地域経済を応援するものになってい
ないことである。
第４の理由は、地域改善対策特定事業に

係る国の財政上の特別措置に関する法律の
経過措置が切れたにも関わらずいまだに同
和施策を継続しており、また、待機児童が
いるにも関わらず、善法保育所では地域の
子どもしか入所が認められていないことで
ある。

反　　対

宇
治
小
学
校
を
実
地
調
査
す
る
決
算
特
別
委
員
会

▼


